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1．はじめに

研究開発型企業において，イノベーションの
効率を高めることは，持続的競争優位を獲得す
る上で，不可欠である。なかでも，異分野の技
術者との交流を契機としたイノベーションは，
きわめて重要な役割を果たしており（Allen, 
1977；原田，1998，1999，2003），製薬企業の
技術者が，新製品開発の過程を事後的に残した
記録の中にも，このような，社内外の異分野の
技術者との交流が，技術的問題解決の糸口とな
った事例は複数報告されている（桑嶋，2006；
森田，2000；Shook，2007 ほか）。

例えば，問題解決に必要な技術が専門分野の
範囲内であれば，情報を探索することにより，
その存在の有無や所在を突き止めることができ
る可能性が高い。しかし，専門外の技術の場合
には，情報の探索には困難が伴い，必要な技術
が存在しても，専門的な知識がないために，そ
の有用性を認識できない可能性もある。このよ
うな場合には，異分野の技術者の協力を得るこ
とにより，技術的問題解決の効率が飛躍的に高
まる。しかしながら，技術的多様性が技術者個
人の研究開発成果を高めるのかどうかについ
て，製薬産業において厳密に定量分析を行った
実証研究は，いままでのところ存在していな
い。

Reagans & Zuckerman（2001）は，先行研
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究には研究開発チームのデモグラフィ型人材多
様性が組織成果に与える影響について，ネガテ
ィブなものとポジティブなものの 2 つの異なる
見解が存在することを指摘している。前者の立
場では，多様性が増加すると組織におけるネッ
トワークの密度の低下をもたらし，組織成果に
マイナスの影響を及ぼすことになる。一方，後
者の立場では，異なるスキル，情報，経験など
を有する人材を結びつけることができるため，
それが組織の問題解決能力の向上をもたらすか
らである（Ancona & Caldwell, 1992；Pelled, 
1996 ほか）。なかでも，知識・経験は技術者個
人に付帯するものであり，その多様性を組織レ
ベルではなく，個人レベルで分析することの意
義は大きい。

本稿の目的は，製薬企業の研究開発組織に所
属する研究開発担当者（技術者）の技術的多様
性のうち，特に専門分野および専門疾患領域に
着目し，それらが研究開発成果にどのような影
響を及ぼしているのかを，個人レベルで定量的
に明らかにすることである。

なお，技術的多様性とは，「スキル，情報，
経験」の多様性であると定義する（Reagans & 
Zuckerman, 2001）。その測定に際しては，ス
キルと経験を技術者個人が保有する「知識・経
験の多様性」，情報については，多様性が組織
におけるネットワークの密度の低下をもたらす
という点に配慮し，技術者個人の「コミュニ
ケーション」を介して伝達されるものと，その
他の「情報源」から入手できるものとに分類し，
これらの技術的多様性が，研究開発成果に与え
る影響を調査する。

2．先行研究のレビュー

本稿の研究に関連する先行研究は，主に
①技術者個人の知識・経験，情報の多様性

（diversity）に関する研究と，今回，調査対象
として選択した②製薬企業における技術的多様
性に関する実証研究，に分けることができる。
本節では，これらについてレビューし，本稿が

先行研究と，どのように差別化されるのかにつ
いて明らかにし，作業仮説を見出す。

2.1　技術者個人の多様性
（1）知識・経験の多様性

個人レベルの技術的多様性に関する代表的な
先行研究として Pelz & Andrews（1966）をあ
げることができる。この研究は，企業や政府機
関などの 11 の研究所が対象であり，技術者の
熟達している専門分野の数や，担当している研
究開発機能の数が多いほど，高い技術成果を上
げていることが明らかにされている。かれら
は，研究課題の深さを追求する技術者よりも，
幅広い興味と柔軟性に富む技術開発活動を行っ
ている技術者の方が，高い成果を上げることが
できると解釈している。

この点に関して小阪（2009, p.26）は，技術
者が幅広い専門性を持っている方が画期的なア
イデアを得やすく，専門以外の能力の幅を持つ
方が他の人材との共同作業が容易となるため
に，成果は高まるということを示唆している。

さらに，小阪（2011）は，セラミックコンデ
ンサ業界の特許情報を分析した結果，多角化企
業のように集団としての技術的多様性を持つ
ことが難しい事業範囲の狭い企業においても，
個々の技術者が関与する技術分野の幅を広げ，
個人としての多様性を保持できる可能性を示し
ている。すなわち，初期時点では同質的な集団
であっても，個々の技術者の学習によって，長
期的には集団としての多様性を獲得できること
を示唆している。

Leonard-Barton（1998）は，個別の専門領域
をさらに深く追求することによって知識を深化
させていく能力と，他の専門領域へと応用範囲
を広げることによって新たな技術接点を切り開
いていく能力の両者を，T 型スキル，それに対
して，2 つ以上の専門領域を学ぶことにより獲
得される能力を A 型スキルと呼んでいる。深
い専門知識をベースにして仕事をするメンバー
から構成される集団では，異なる「言語」を翻
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訳し，対立する視点を融和することが必要であ
る。そのためには，T 型スキルや A 型スキル
を保有する人材が翻訳者としての役割を果すこ
とが求められるという。

多様性に関する実証研究としては，人材の流
動性との関連で，それがイノベーションに与え
る影響を検討した青島（2005）を指摘すること
ができる。一般的には，技術者・研究者の移動
がイノベーションを促進するという考え方が存
在する。しかし，米国に比べて日本の技術者の
流動性は低いと言われている。青島（2005）は，
日本企業の半導体技術者・研究者のキャリア
データにもとづいて，組織間移動と組織内移動
が技術成果に与える影響を分析した結果，組織
間移動も組織内移動も技術成果に対してマイナ
スの影響を与えるということを明らかにした。
この場合，移動に伴う多様性の確保は，必ずし
も技術者個人の研究開発成果を高めることには
つながらず，むしろ，人材移動による学習の中
断や知識の非定着化がマイナスの影響を及ぼし
ているものと考えられる。

一方，今野（1991）は，大手企業の技術者を
対象とする調査の結果，技術者が領域横断的な
移動を通じて多様な経験を積むことを指摘して
いる。移動形態を，勤務地変更，業務変更，昇
進関係の 3 つに分けて分析した結果，複数の業
務を経験し，専門性を確定してゆく時期（キャ
リアを拡大する時期），専門分野内でキャリア
を積む時期（キャリアを縦に深める時期）が，
技術者のキャリア・パターンの中に存在するこ
とが明らかにされた。

これらの先行研究からわかるのは，知識・経
験の多様性が問題解決能力の向上にプラスに寄
与しているということである。また，人材移動
が，必ずしもこれらの多様性を維持することに
つながらず，情報面および人的ネットワーク面
で分断されてしまうこともあり得る。同じ人材
移動でも，この種の多様性の確保につながる場
合にのみ，個人の研究開発成果にプラスの影響
を及ぼすものと考えられる。

（2）情報の多様性
既存研究では，技術者個人レベルの情報の多

様性と研究開発成果について，直接的には検討
されていないが，情報の多様性については，さ
まざまな分類が提示されてきた。中村（1984，
Allen 邦訳の訳者前書き）によれば，情報には，
3 種類があり，2 次情報とは公開になった記事
を指し，1 次情報は学会，講演会などで得ら
れる情報，そして 0 次情報は個人的な face to 
face の oral communication で得られるもので
あるとしている。本稿におけるコミュニケーシ
ョンの多様性は 0 次情報，情報源の多様性は 1
および 2 次情報のレベルに相当する。ただし，
コミュニケーションを介して得られる 1 次およ
び 2 次情報については，コミュニケーションの
多様性として評価する。これは，コミュニケー
ションを介して伝達される情報には，受動的・
能動的という方向性が存在すること，組織内の
ネットワークの密度の影響など，情報源とは区
別することが必要となるためである。

Allen（1977）は，情報源を，技術文献，組
織内同僚，アウトサイダーに大別しており，原
田（1998，1999，2003）では，さらに組織内コ
ミュニケーションにフォーカスしたアプローチ
が採択されている。本稿ではコミュニケーショ
ンの方向性については，能動的・受動的という
方向性（原田，1998，1999，2003）を取り入れ
た。これは，受動的なコミュニケーションで得
られた情報も，技術者の問題意識として，今後
の研究開発に活用されるという仮定に基づくも
のである。

ただし，これらの研究では，情報源の参照頻
度，情報フローのパターンについては，検討さ
れているが，その多様性については，直接的に
は検討されていない。一方，本稿では多様な情
報の媒体としてのコミュニケーションおよび情
報源の役割に着目する。

コミュニケーションは，その方向性を考える
場合，個人対個人で測定することが必要であ
る。このため，本稿では個人レベルの多様性に
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分類している。

（3）製薬企業における技術的多様性
次に，製薬企業を対象とした技術マネジメン

トに関連する実証分析についてレビューするこ
とにしよう。

桑嶋（2006）は，メバロチン（第一三共，高
脂血症治療薬）とアリセプト（エーザイ，アル
ツハイマー型認知症治療薬）の開発過程を分析
することにより，4 つの成功要因を指摘してい
る。すなわち，「プロダクト・チャンピオンの
粘り強い研究姿勢」，「スポンサーの存在と研究
の自由度」，「積極的なコミュニケーションと情
報収集」，「適切な研究ドメインの設定」である。
なかでも，「積極的なコミュニケーションと情
報収集」については，メバロチンの事例をあげ
て，組織内外のネットワークを活用した積極的
なコミュニケーションや情報収集の重要性を指
摘している。また，疾患領域の多様性について
は，例えば，リュープリン（武田薬品工業）は
不妊症治療薬としての開発プロセスの中で，前
立腺癌治療薬としての強い薬効が見つかり，発
毛剤のリアップ（大正製薬）も，当初は降圧
薬として開発されていたことを指摘している

（p.51）。これらは，疾患領域の多様性を追求す
ることの重要性を示している。

Henderson & Cockburn（1994）は，製薬産
業におけるアーキテクチャ能力（architectural 
competence）に着目した実証研究を行ってい
る。かれらは，製薬業界のイノベーション特性
を，Henderson & Clark（1990）の主張するアー
キテクチャ・イノベーション（architectural 
innovation）としてとらえ，要素技術を組み合
わせるアーキテクチャ能力が，この業界におけ
るイノベーション能力を規定する可能性がある
と主張している。かれらは，このアーキテクチ
ャ能力を企業間の情報フロー，あるいは企業内
の科学的専門分野および疾患領域間の情報フ
ローと定義し，これが研究開発能力を表す指標
としての特許数に有意な影響を及ぼしているこ

とを明らかにしている。
要素技術を組み合わせる際には，担当する技

術者個人が，双方の技術に関する知識を保有す
ること，すなわち，技術的な多様性を保有ある
いは獲得することが，技術のすり合わせ（技術
融合）の効率化に資する。

Pisano（2006）は，バイオテクノロジーの，
サイエンス面での 3 つの特質として，不確実性
とリスク管理，複雑性・学際性とすり合わせ，
サイエンスの進歩の速さと学習の積み重ねを指
摘している。特に，第 2 番目の複雑性・学際性
とのすり合わせは，本稿で着目した技術的多様
性と最も関連が深いと考えられる。つまり，ビ
ジネスの基盤となる科学的知識の複雑性・学際
性が極めて高く，学問分野や専門分野の垣根を
越えた「すり合わせ」が欠かせないからであ
る（邦訳 p.26）。Pisano（2006）は，新薬開発
に資するテクノロジー全般という意味で，バイ
オテクノロジーという言葉を用いている（邦訳 
p.39）。

これらの先行研究から得られる知見は，新薬
の研究開発の過程において，組織レベルでの技
術的多様性を確保することの重要性を示唆して
いる。技術的多様性を組織レベルで獲得できた
としても，それを研究開発成果に結びつける過
程で技術融合が必要になる場合には，技術者個
人が融合対象の複数の技術に関する専門知識や
技術情報を保有していれば，コミュニケーショ
ン障害，コンフリクトなどの発生を未然に防ぐ
ことができるうえ，技術面のリスクを早期に発
見することができると考えられる。しかしなが
ら，技術的多様性が研究開発成果を高めるのか
どうかについて，製薬産業において，個人レベ
ルで厳密に定量分析を行った実証研究は，いま
までのところ存在していない。

2.2　先行研究から導かれる作業仮説
先行研究は，新薬の研究開発の過程におい

て，異なる分野の技術者の協力および情報交換
を効果的に推進することが，要素技術の融合段
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階では，特に重要であることを示している。こ
のように，技術的多様性は組織レベルの研究開
発成果において，決定的に重要な役割を果たし
ている。本稿では，この命題が個人レベルで成
立し得るかという点について検討する。

個人レベルでの技術的多様性の持ち方には，
いくつかのパターンが想定できる。例えば，技
術者個人が複数の専門分野について，高度な知
識を習得する場合には，個人レベルの負担は大
きい。しかし，専門分野の周辺知識を，経験的
に学習することも可能であるし，また，異分野
の技術者から，的確な情報を得ることができれ
ば，いずれも，技術的な問題解決の効率を高め
ることができると考えられる。メバロチンの事
例ように，異分野の技術者から偶発的に得られ
た情報が突破口となったという事例もあるが，
情報入手の確率は高い方が望ましい。的確な情
報を入手するためには，コミュニケーションと
情報源の多様性が重要な役割を果す。

技術的問題解決の過程で，技術的専門分野の
違い，あるいは，小池（2005）が指摘する知的
熟練のような経験的学習により得られる問題解
決の手法の違いに起因する，コミュニケーショ
ン障害やコンフリクトが発生する可能性があ
る。結果として，技術者個人の研究開発成果が
低下することにもなり得る。しかし，技術者が
個人レベルで技術的多様性を保持していれば，
コミュニケーション障害やコンフリクトは発生
しにくくなる。個人レベルの技術的多様性は，
異質なメンバー間での共通の言語やコンテクス
トの共有を可能にするからである。特に，技術
的多様性を研究開発成果に結びつける過程で，
異なる技術の融合が必要になる場合には，T 型
スキルや A 型スキルを保有する技術者が重要
な役割を担うものと考えられる。

組織レベルでのみ技術的多様性が存在する場
合，技術領域が A，B，C と 3 つ存在すると仮
定した場合，A 領域の専門家 a，B 領域の専門
家 b，C 領域の専門家 c が，それぞれの専門知
識を提供し合って問題解決にあたる。

一方，個人レベルでの技術的多様性が存在す
る場合には，組織メンバーは A，B，C の各専
門領域に精通しており，個人での問題解決が可
能になる。領域ごとの専門分化の程度が大きく
なく，加えて，技術融合が求められる場合には，
後者の方が効率的だろう。

特定の個人が，いくつかの領域に精通してお
り，かつ，他のメンバーと共通の領域に精通し
ている場合は，上記 2 つの中間型であり，すべ
ての領域に個人が精通することはできないもの
の，専門領域が組織メンバー間で重複していれ
ば，技術者個人の専門性が浅くなるリスクが小
さくなる上に，協調的問題解決は，より効率化
されるものと考えられる。

つまり，個人レベルの多様性が機能するの
は，効率的な技術の融合を可能にするからであ
る。このような技術的多様性と研究開発成果と
の関係性が本稿での分析の枠組となる。

多様な技術の融合が求められるという製薬産
業の特性に鑑み，

作業仮説（1）
技術者個人レベルの専門分野に関連する技術
的多様性が，研究開発成果にプラスの影響を
与える。

さらに，医薬品の研究開発の過程では，臨床
開発の対象疾患を適切に選択することが重要で
あることから，

作業仮説（2）
技術者個人レベルの専門疾患領域に関連する
技術的多様性が，研究開発成果にプラスの影
響を与える。

を提示することができる。

3．方　法

3.1　調査対象
国内大手製薬企業（1 社）の研究開発組織に

所属する技術者約 2,000 名を調査対象とし，平
成 25 年 5 月から 6 月にかけてアンケート調査
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を実施した。対象となる技術者のなかで，製品
開発に直結する業務の担当者という基準にもと
づきターゲットを約 245 名に絞り，質問票を配
布し，そのうち 154 名から回答を得ることが
できた（回収率 約 63％）。うち，有効回答 138
名を解析対象とした。回答者個人の属性の分布
は表 1 に示されている通りである。

3.2　変数の定義
先行研究では，定量的な調査結果はほとんど

得られていないことから，本稿では探索的な試
みとして先行研究で注目されてきた各種の個人
レベルの技術的多様性に関する変数を説明変数
として用いる。まず，技術的多様性については，
①知識・経験，②コミュニケーション，③情報
源という 3 つの観点から測定する。

技術者の知識・経験の多様性については，
専門分野・専門疾患領域・担当課題・企業
内移動，転職の 5 項目で測定した。これは，
Reagans & Zuckerman（2001）の分類におけ
るスキルの多様性を，知識の多様性として捉
え，専門分野・専門疾患領域・担当課題を説明
変数として想定した。同様に，経験の多様性に
ついては，企業内異動，転職を説明変数として
想定した。専門分野の分類については，科学研

究費補助金「分科細目表」（表 2 参照），疾患領
域の分類については，調査対象企業のアニュア
ルレポートを参考にした。担当課題数，企業内
移動（部門内・部門間・転勤・派遣）は，5 段
階（1, 2, 3, 4, 5）のリッカート尺度または経験
の有無で評価し，転職については，経験の有無
で評価した。

Reagans & Zuckerman（2001）の分類にお
ける情報の多様性を，本稿では，コミュニケー
ションと情報源の多様性の 2 つに分割した。コ
ミュニケーションの多様性は 0 次情報，情報源
の多様性は 1 および 2 次情報のレベルに相当す
る。ただし，コミュニケーションを介して得ら
れる 1 次および 2 次情報については，コミュニ
ケーションの多様性として評価する。

コミュニケーションの多様性については，社
内・社外に分け，コミュニケーションの頻度と
問題解決のキーパーソンを調査した。本稿にお
けるコミュニケーションとは，研究開発の推進
に必要な，技術上の情報収集，問題解決のため
の相談，助言，情報交換と定義した。社内コミ
ュニケーションの頻度については，技術的多様
性を評価するために，専門分野・専門疾患領
域・担当課題の 3 項目のそれぞれについて，回
答者と接触する相手の属性の異同別に能動的・

表 1　調査協力者のプロファイル

20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳- 合計
17 31 54 33 3 138

12% 22% 39% 24% 2% 100%
5年未満 5-9 10-19 20-29 30- 合計
22 22 25 61 8 138

16% 16% 18% 44% 6% 100%
担当者 主任以上 主席以上 RM以上* 合計
31 37 50 20 138

22% 27% 36% 14% 100%
5年未満 5-9 10-19 20-29 30- 合計
19 17 36 59 7 138

14% 12% 26% 43% 5% 100%
なし あり 合計
86 52 138

62% 38% 100%

1_1 年齢

1_2 在籍期間

1_3 職位

1_4 研究開発担当期間

1_5 博士号

*Research Manager 以上（同分野の複数の研究テーマを統括）
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受動的コミュニケーションの頻度を，5 段階（1, 
2, 3, 4, 5）のリッカート尺度で評価した。社外
コミュニケーションの頻度については，専門分
野・専門疾患領域の 2 項目に絞って，社内コ
ミュニケーションの場合と同様の方法で，5 段
階（1, 2, 3, 4, 5）のリッカート尺度で評価した。
ただし，社外の場合，頻度の段階の定義は，社
内コミュニケーションよりも低頻度とした（社
内は毎日～月 1 回未満，社外は週 1 回～年 1 回
未満）。コミュニケーションの社内・社外の分
類および受動的・能動的という方向性について
は，原田（1998，1999，2003）を参照した。問
題解決のキーパーソンについては，青島（2005）
を参考にした。

最後に情報源の多様性については，Allen
（1977）の分類を参考に，活用頻度を 5 段階（1, 
2, 3, 4, 5）のリッカート尺度で評価した。この
場合，紙媒体・インターネットなどから得られ
る情報に着目しているため，能動的・受動的と
いう方向性については，検討していない。

従属変数となる技術者個人の研究開発成果に
ついては，個人レベルでの研究開発成果によっ
て測定する。具体的には，原田（1998）などを
参考に，特許出願数，論文数に加えて，社内評

価の指標である社内表彰数を追加した。
いずれの従属変数も，5 段階（1, 2, 3, 4, 5）

のリッカート尺度で評価した。
それ以外のコントロール変数として，年齢，

調査対象企業における在籍期間，職位，医薬品
の研究開発業務の担当期間，博士号の取得領域
を追加し，いずれも，順序尺度を用いて回帰式
に投入した。

各変数の記述統計は，表 3 に示されている。

4．結　果

本節では，技術者個人の研究開発成果の指標
である，特許出願数，論文数，社内表彰数に対
して，技術的多様性がどのような影響を及ぼす
かを検討する。これらの従属変数は序列変数で
あり，統計的一致性を確保するため，推計方法
は順序プロビットを採用した。表 4 は，その結
果を示している。

表 4 に示した説明変数と従属変数のうち，回
帰係数が 5％有意水準を満たした組み合わせに
ついて，以下に，詳細に分析する。

表 2　専門分野一覧表
薬学（①化学系薬学，②物理系薬学，③生物系薬学，④創薬化学，⑤環境系薬学，⑥医療系薬学）
⑦医学，⑧生物系，⑨理工系，⑩人文社会系

（参考）

①化学系薬学 （A）有機化学，（B）合成化学，（C）生体関連物質，（D）生薬・天然物化学，（E）有機反応学，
（F）ヘテロ環化学，（G）不斉合成

②物理系薬学 （A）物理化学，（B）分析化学，（C）製剤学，（D）生物物理化学，（E）同位体薬品化学，
（F）生命錯体化学，（G）分子構造学，（H）構造生物学，（J）イメージング，
（K）ドラッグデリバリー，（L）情報科学

③生物系薬学 （A）生化学，（B）分子生物学，（C）免疫学，（D）細胞生物学，（E）発生生物学，
（F）薬理学，（G）薬効解析学，（H）神経生物学

④創薬化学 （A）医薬品化学，（B）医薬分子設計，（C）生物活性物質，（D）医薬分子機能学，
（E）ゲノム創薬，（F）レギュラトリーサイエンス

⑤環境系薬学 （A）環境衛生学，（B）環境化学，（C）環境動態学，（D）食品衛生学，（E）栄養化学，
（F）微生物・感染症学，（G）薬用資源学，（H）中毒学

⑥医療系薬学 （A）臨床薬学，（B）薬物動態・代謝学，（C）医療薬剤学，（D）医薬品情報・安全性学，
（E）臨床化学，（F）薬剤経済学，（G）オーダーメード医療，（H）社会薬学，
（J）病院薬局・保険薬局管理学
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表 3　各変数の記述統計

N ＝ 138
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表 4　順序プロビット回帰分析

N ＝ 138，*p ＜ .1，**p ＜ .05，***p ＜ .01
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4.1　知識・経験の多様性
（1）知識の多様性

表 5 によると，複数の成果指標に対してプラ
スの影響を及ぼしたのは，専門分野数と入社以
来の担当課題数である。

入社以来の担当課題数が増加すると，論文・
社内表彰数が増加する。これは，複数の課題を
担当する間に獲得される知識，すなわち，知的
熟練と同様に，研究開発の現場において経験的
に獲得される知識に類するとみなした。

博士号を有すると，論文数が増加するが，こ
れは，専門知識の深さも多様性の一種とみなす
ことにより説明できるプラスの効果である。

専門分野数が増加すると，特許出願数・社内
表彰数が増加する。特許出願数や社内表彰数に
ついては，技術者個人が，複数の専門分野の知
識を活用することによるプラスの効果が認めら
れている。

逆に，専門疾患領域数が増加すると，論文数

が減少する。論文作成においては，研究対象と
なる特定の疾患領域における知識の深さを追求
することが求められるため，その数が減少した
とみることもできる。

つまり，研究開発成果の指標によって，求め
られる知識の多様性の質が異なるということが
わかる。

（2）経験の多様性
表 6 によると，複数の成果指標に対してプラ

スの影響を及ぼしたのは，海外派遣であり，特
許出願・論文数が増加する。年齢が高くなるほ
ど，論文数が増加し，社内表彰数は減少する。
一方で，研究開発担当期間が長くなるほど，社
内表彰数は増加する。通常，研究開発成果は経
年的に増加することが予想されるが，社内表彰
数は，加齢に伴い減少する。これには，例えば，
近年における社内表彰制度の活発化，若手技術
者を優先的に表彰していることなどが理由とし

表 5　知識の多様性と研究開発成果

知識の多様性
研究開発成果 注 1）

特許出願数 論文数 社内表彰数
博士号 注 2） （＋）
専門分野数 （＋） （＋）
専門疾患領域数 （－）
入社以来の担当課題数 （＋） （＋）

注 1）（＋）（－）は，回帰係数の符号を表す。
注 2）博士号は知識の深さの指標とみなす。

表 6　経験の多様性と研究開発成果

経験の多様性
研究開発成果 注 1）

特許出願数 論文数 社内表彰数
年齢 注 2） （＋） （－）
研究開発担当期間 注 2） （＋）
部門内移動数 （－）
国内拠点内の移動数 （－）
国内派遣 （－） （－）
海外派遣 （＋） （＋）
転職経験 （－）

注 1）（＋）（－）は，回帰係数の符号を表す。
注 2）年齢および研究開発担当期間は経験的に獲得される多様性の指標とみなす。
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て考えられるが，一方で，研究開発担当期間が
増加すると，社内表彰数も増加する。これも経
験的な効果とみられるが，年齢の場合には，社
歴が長くなる過程で，一時的に研究開発部門以
外の部門に移動したことなどの影響が認められ
ている可能性も否定できない。

国内移動は複数の成果指標にマイナスの影響
を与え，海外派遣はプラスの影響を与える。国
内移動によって獲得される経験の多様性を，研
究開発成果に結びつけることは，今後の課題で
ある。この理由としては，青島（2005）で指摘
されている組織間・組織内移動に伴う技術成果
へのマイナスの効果と同様に，情報面・人的ネ
ットワーク面での問題と関連している可能性が
ある。しかし，海外派遣については，それらを
上回るプラスの効果が得られている。

4.2　コミュニケーションの多様性
（1）社内コミュニケーションの多様性

表 7 によると，社内コミュニケーションにつ
いては，回帰係数が有意（有意水準 5％）とな
ったのは，その符号に関わらず，回答者とは異
なる専門分野，専門疾患領域，担当課題の技術
者とのコミュニケーションであった。このこと
は，研究開発成果に社内コミュニケーションの
多様性が影響を与えているということを示して
いる。
ⅰ）専門分野

異なる専門分野の技術者から相談を受ける頻

度が高いと論文数が増加する。
ⅱ）専門疾患領域

異なる専門疾患領域の技術者から相談を受け
る頻度が高いと論文数が増加する。逆に，異な
る専門疾患領域の技術者に相談する頻度が高い
と，論文数が減少する。一方，異なる専門疾患
領域の技術者から相談を受ける頻度が高いと，
特許出願数は減少する。
ⅲ）担当課題

専門分野・専門疾患領域の異同が明確でない
コミュニケーションも想定される。

異なるテーマの技術者に相談する頻度が高い
と，論文数が増加し，特許出願数が減少する。
逆に，異なるテーマの技術者から相談を受ける
頻度が高いと，論文数が減少し，特許出願数が
増加する。

基本的に，相談する頻度が高い技術者は，技
術的な情報収集・問題解決が必要な状態にあ
る。相談が問題解決に結びつかない場合もある
ため，相談する頻度が高い技術者の方が，相談
を受ける頻度が高い技術者と比較して，研究開
発成果が低いということが予想される。一方，
相談を受ける側の技術者には，社内における異
分野の技術的問題に関するトピックが集まるた
め，多方面にわたり問題意識が醸成されること
によって，技術的多様性を追求するきっかけと
なる可能性もある。このような技術者は，技術
融合の際のキーパーソンとなりうるため，高い
研究開発成果を上げることが期待できる。

表 7　社内コミュニケーションの多様性と研究開発成果

コミュニケーションの
多様性（社内）

研究開発成果 注）

特許出願数 論文数 社内表彰数
異専門，相談を受ける （＋）
異疾患，相談する （－）
異疾患，相談を受ける （－） （＋）
異テーマ，相談する （－） （＋）
異テーマ，相談を受ける （＋） （－）
キーパーソンのタイプ数 （－） （＋）

注）（＋）（－）は，回帰係数の符号を表す。
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実際，異なる専門分野および専門疾患領域の
技術者から相談を受ける頻度が高いと，論文数
が増加する。この場合，当該分野の優れた技術
者として社内で認知されていることによる逆相
関の影響が懸念される。ただし，技術的問題解
決の相談相手を選択する際には，優れた実績を
上げているということ以外にも，相談しやすい
雰囲気，問題解決に必要なリーダーシップな
ど，複数の要因が関連している可能性がある。

今回の検討で，回帰係数が 5％有意水準を満
たした組み合わせについては，論文数と特許出
願数が，逆の傾向を示した。一般に，特許出願
は，知的財産権保護の観点で，研究開発の初期
段階から行われるため，論文発表の方が，同じ
研究テーマで比較すると時期的に遅くなること
が多い。これは，研究開発の時間軸によって，
望ましいコミュニケーションのパターンが異な
るということを意味する。

（2）社外コミュニケーションの多様性
社外コミュニケーションは，社内の技術的多

様性が十分ではない場合に，特に有用である。
表 8 に示すように，論文数については，いず

れも，社内コミュニケーションの場合と同様
に，回帰係数が有意（有意水準 5％）であった
のは，その符号に関わらず，回答者とは異なる
専門分野，専門疾患領域の技術者とのコミュニ
ケーションであった。

ⅰ）専門分野
社外の同じ専門分野の技術者に頻繁に相談す

るということは，社内では解決できない技術上
の問題が存在することを示しており，実際，特
許出願数に，マイナスの影響を与える。

異なる専門分野の社外技術者から相談を受け
る頻度が高いということは，専門性の深さを示
しており，論文数が増加する。このような技術
者は，社内コミュニケーションの場合と同様
に，技術融合の際のキーパーソンとなりうるた
め，高い研究開発成果を上げることができる。
一方で，相談する頻度が高い場合には，社内リ
ソースで解決できない問題を抱えている可能が
あり，論文数は減少する。
ⅱ）専門疾患領域

異なる専門疾患領域の社外技術者への相談は
論文作成には有効であるものの，相談を受ける
ことが，論文発表にはつながらない。
ⅲ）問題解決のキーパーソン

表 7 および表 8 によると，問題解決のキー
パーソンのタイプ数については，社内表彰数
は，社内キーパーソンが多いと増加し，社外
キーパーソンが多いと減少する。社内キーパー
ソンが多いと，論文数が減少する。

これは，専門中心主義と組織中心主義の違
いによるものであると考えられる。Gouldner

（1957）は前者をコスモポリタン，後者をロー
カルと呼ぶ。

表 8　社外コミュニケーションの多様性と研究開発成果

コミュニケーションの
多様性（社外）

研究開発成果 注）

特許出願数 論文数 社内表彰数
同専門，相談する （－）
異専門，相談する （－）
異専門，相談を受ける （＋）
異疾患，相談する （＋）
異疾患，相談を受ける （－）
キーパーソンのタイプ数 （－）

注）（＋）（－）は，回帰係数の符号を表す。
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4.3　情報源の多様性
表 9 によると，各種情報源の参照頻度が高い

と，特許出願数，論文数，社内表彰数にプラス
に作用することが多いが，例外として，市販調
査報告書の参照頻度が高いと，特許出願数が減
少する。担当外の専門分野の学術誌の参照頻度
が高いということは，担当外の研究開発成果に
もキャッチアップすることが，特許出願数，論
文数という研究開発成果にプラスの影響を与え
ているということを示している。

4.4　作業仮説の検証
作業仮説の検証に際して，アンケート調査の

結果を技術者個人レベルの専門分野および専門
疾患領域の技術的多様性という観点でまとめ
る。
1）専門分野に関連する技術的多様性

専門分野数は，特許出願・社内表彰数にプラ
スの影響を与える。コミュニケーションでは，
社内および社外の異なる専門分野の技術者から
相談を受ける頻度が論文数にプラスに作用す
る。担当外の専門分野の学術誌の参照頻度も，
特許出願数と論文数にプラスに作用する。

つまり，これらの専門分野の多様性は，研究
開発成果にプラスの影響を与えるということが
わかる。このような技術者は，技術融合の際の
キーパーソンとなりうるため，高い研究開発成
果を上げることができる。

ただし，社外の異専門分野の技術者に相談す

る頻度は，論文数にマイナスの影響を与える。
また，社外の同専門分野の技術者に相談する頻
度も，特許出願数にマイナスの影響を与える。
これらは，社外技術者とのコミュニケーション
で得た情報を，研究開発成果に直結させること
が，容易ではないことを示したものといえる。
2）専門疾患領域に関連する技術的多様性

専門疾患領域数は，論文数にマイナスに作用
する。コミュニケーションについては，異なる
専門疾患領域の技術者に相談する頻度が，論文
数に，社内ではマイナス，社外ではプラスに作
用する。異なる専門疾患領域の技術者から相談
を受ける頻度は，論文数に，社内ではプラス，
社外ではマイナスに作用する。特許出願数につ
いても，社内の異なる専門疾患領域の技術者か
ら相談を受ける頻度はマイナスに作用する。

つまり，専門疾患領域の多様性の場合，技術
者個人が複数の疾患領域に対する専門性を有す
ることや，社内技術者に相談する頻度は，研究
開発成果を高める上で，有効ではなく，むしろ，
社外技術者に相談する頻度が高い方が，論文数
に対してはプラスの影響を与える。異なる専門
疾患領域の技術者から相談を受ける頻度は，社
内技術者からの相談が，論文数にプラスに作用
することをのぞき，研究開発成果にマイナスの
影響を与える。社内の異なる疾患領域の技術者
からの相談を受ける頻度が高い技術者は，社内
技術融合の際のキーパーソンとなりうることを
示すものである。

表 9　情報源の多様性と研究開発成果

情報源の多様性
研究開発成果 注）

特許出願数 論文数 社内表彰数
担当外の専門分野の学術誌 （＋） （＋）
専門書 （＋）
新聞・一般誌 （＋）
市販データベース （＋）
インターネット （＋）
市販調査報告書 （－）

注）（＋）（－）は，回帰係数の符号を表す。
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以上をまとめると，技術者個人が，専門分野
における知識・経験，コミュニケーション，情
報源の多様性を有することは，研究開発成果に
プラスの影響を与える。ただし，社外の技術者
から得た専門分野の情報を研究開発成果に結び
つけることはできていない。つまり，作業仮説

（1）は社外技術者への相談をのぞき，支持され
たといえる。

一方，技術者個人が，知識・経験の多様性の
うち，専門疾患領域の多様性を有することは，
研究開発成果（論文数）に，マイナスの影響を
与える。これは，個人の多様性あるいは個人が
社内から獲得できる多様性は，論文作成時に要
求される知識の深さの面で十分ではないことを
示している。実際，社外専門家に高頻度で相談
することが有効である。これは，各疾患領域の
社外医学専門家との相談の影響とみられる。こ
のように，専門疾患領域の多様性は，専門分野
の多様性とは，大きく異なる特徴を示すことが
わかる。また，異なる疾患領域の技術者から相
談を受ける頻度が高い場合については，プラス
とマイナスの結果が混在し，明確な結論が得ら
れなかった。以上をまとめると，作業仮説（2）
は，支持されなかったとみることができる。

なお，説明変数のうち，2 つ以上の従属変数
にプラスの影響を与えたのは，専門分野数，入
社以来の担当課題数，海外派遣，担当外の専門
分野の学術誌の参照頻度の，4 つのみであった。
今回，選択した成果指標である特許出願数，論
文数，社内表彰数については，それぞれの研究
開発成果にプラスの影響を与える説明変数には
特徴が認められた。

5．考　察

本稿では，技術的多様性に着目し，それが技
術者個人の研究開発成果にどのような影響を与
えるのかについて，製薬企業の研究開発組織に
所属する技術者を対象とする実証分析を行うこ
とにより明らかにした。具体的には，専門分野
の技術的多様性が個人レベルでの研究開発成果

にプラスの影響を与えるということである。な
お，本稿では，特許出願数，論文数，社内表彰
数という研究開発成果の指標を用いたが，多様
性の種類によって，成果が期待できる指標が異
なるということも確認できた。

この結果から示唆されるのは，第 1 に，技術
者個人が保有すべき技術的多様性は，企業内で
の役割分担によって，異なるということであ
る。例えば，部門横断的なプロジェクトの場
合，各部門から研究，開発，マーケティング，
生産などの専門家が参加する。同様に，研究・
開発部門内にも，より細分化された複数の技術
的な専門領域にエキスパートが存在する。技術
者が自身の専門分野を拡張することも可能であ
るが，必要な専門知識を有する社内外の専門家
に助言を求めることで，より迅速な問題解決が
期待できる。このような場合に，技術者が専門
外の技術領域についても一定の基礎知識を有す
ることは，問題解決の過程で，コミュニケーシ
ョン障害やコンフリクトが発生しにくくなると
いう点で，有用と思われる。実際，専門分野数
は，特許出願・社内表彰数にプラスの影響を与
える。

第 2 に，専門疾患領域の多様性に関していえ
ば，急性疾患・慢性疾患，地域毎の人口増加
率・有病率・薬価，規制当局の方針などの多様
性が存在し，これらに対応するためには，技術
系のプロジェクトメンバーにも，それぞれの疾
患領域に適した多様な属性が求められる。例え
ば，東レのレミッチは，当初，鎮痛薬として開
発されたが，鎮痛用量での安全性の問題によ
り，新たに低用量での止痒薬としての開発が開
始された。現在では，鳥居薬品が血液透析患者
におけるそう痒症の改善薬として販売している

（長瀬，2010；東レプレスレリース，2013）。つ
まり，ある作用メカニズムを有する薬剤が，ど
のような疾患を対象に臨床開発できるのかとい
う検討を行う際に，この種の多様性が求められ
る。

しかし，専門疾患領域数は，成果変数に，む
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しろマイナスに作用した。この種の多様性は，
個人レベルではなく，組織レベルで達成される
方が，効率的であるということを示唆してい
る。なかでも，企業レベルで，新たな疾患領域
に参入する場合には，社外技術者（医学専門家）
との連携が不可欠である。

Pelz & Andrews（1966）では，コミュニケー
ションの頻度および専門領域の多様性は，技術
成果と必ずしも線形性を示さないということが
論じられている。すなわち，逆 U 字型の関係
が見られるのである。この場合，当然ながら，
多様性と技術成果は，直線回帰するものではな
く，多様性の増加には調整コストの増加を伴う
ことが予想される。つまり，最適点に到達した
後，技術成果は低下するのである。

次に，知識・経験の多様性のなかでも，移動
の効果については，国内移動は研究開発成果に
対してマイナスの効果，海外移動（社外）はプ
ラスの効果を与えるという結果が得られた。人
材育成の観点から，国内移動において獲得され
る多様性を研究開発成果につなげるための方策
は，今後の検討課題といえる。

コミュニケーションの多様性については，研
究開発成果に対する影響を，頻度だけで評価す
ることには，限界があるのかもしれない。コミ
ュニケーションの頻度は，研究開発成果のう
ち，特に論文数への影響が大きいという特徴が
みられる。論文を作成する課程では，社内外の
技術者とのコミュニケーションが活発に行われ
ているということがわかる。

情報源の多様性については，情報源の参照頻
度が高いと，研究開発成果に対して，プラスの
影響を与えることが多い。コミュニケーション
と比較すると，情報源の場合は，方向性，パー
ソナリティー，リーダーシップなどの影響がな
いため，研究開発成果との関連は評価しやすい
と思われる。ここでも，担当外の専門分野の学
術誌の参照頻度は，特許出願・論文数にプラス
の影響を与えた。現在，担当していない専門分
野についても，情報収集を継続している技術者

の研究開発成果が高いということを示してい
る。また，ある程度，継続的に同じ種類の情報
源を参照する場合を想定しているため，特定の
問題解決に際して，技術者が 1 度に大量の検索
を実施する場合などにおける情報量の問題，さ
らに，情報の質および新規性についても考慮し
ていない。

以上の実証結果から示唆されるのは，技術融
合が求められる製薬産業の場合，技術者個人レ
ベルの専門分野の知識，コミュニケーション，
情報源の多様性が，研究開発成果を高める上
で，重要な役割を果すということである。

なお，本稿では，製薬企業の技術者を調査対
象としているため，この研究結果が他の業種
の技術者に対しても成立するかどうかについ
ては慎重な検討が必要である。この点に関し，
Henderson & Cockburn（1994）は，製薬企業
のイノベーションの特徴はアーキテクチャ・イ
ノベーションであり，この種のイノベーション
への組織的な取り組みが研究開発の効率を高め
ることを示している。このことから示唆される
のは，本稿の結果は，高度な技術融合が求めら
れる業界の技術者個人においても成り立ちうる
可能性がある。

しかしながら，本稿では調査対象企業が 1 社
であり，調査対象となる技術者は日本人に限定
されているという点で限界があることには変わ
りがない。特に，後者に関しては，日本企業で
は，長期雇用が原則であるため技術者の長期育
成が可能であり，人材の移動はあまり多くはな
い。一方，人材移動が活発な海外の場合，技術
的多様性の影響に関して異なる結果が得られる
可能性がある。この点については一定の留保が
必要であろう。
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